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２０２４年度第１回拡大事務局会議(２０２４．１２.１２)での問題提起 (3) 

「重要経済安保情報の保護及び活用に関する法律」と  

「戦争する国」総動員体制への歩み 
                           九州9条連代表 内田博文 

未遂犯、共謀・教唆・扇動も処罰 

 

罰則ですが、取扱業務従事者による重

要経済安保情報の漏洩は５年以下の拘禁

刑若しくは５００万円以下の罰金又はこ

れらの併科です。共謀・教唆・扇動は 3

年以下の拘禁刑です。公益上の必要等に

より提供された重要経済安保情報を知り

得た者が漏らしたときは、３年以下の拘

禁刑若しくは 300 万円以下の罰金に処

し、又はこれを併科。未遂犯や過失も罰

するとされています。さらに、外国の利

益若しくは自己の不正の利益を図り、又

は我が国の安全若しくは国民の生命若し

くは身体を害すべき用途に供する目的で、

人を欺き、人に暴行を加え、若しくは人

を脅迫する行為により、又は財物の 窃取

若しくは損壊、施設への侵入、有線電気

通信の傍受、不正アクセス行為その他の

重要経済安保情報を保有する者の管理を

害する行為により、重要経済安保情報を

取得したときは、当該違反行為をした者

は、５年以 下の拘禁刑若しくは500万

円以下の罰金に処し、又はこれを併科。

未遂犯も罰するとされています。この共

謀・教唆・煽動も処罰されます。 

 

これらの罪が裁判になったとき、先ほ

どご紹介したように、行政機関はこの情

報が漏れるおそれがある場合は裁判所に

対して情報は提供しなくて良いとなって

いるのです。そうすると戦前の治安維持

法と同じですよね。有罪か無罪かの実質

的な判断は裁判ではできないわけですか

ら、もう起訴されたら事実上「有罪です」

となってしまう。国会も情報が提供され

ないわけですから、国会でもチェックの

しようがない。もう全然チェックできな

い状況になってしまう。 

 最後に、この法律の条文をいくつかご

紹介させていただきたいと思います。 

 

我が国及び国民の安全の確保に資する?? 

第一条は、「この法律は、国際情勢の複

雑化、社会経済構造の変化等に伴い、経

済活動に関して行われる国会及び国民の
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安全を害する行為を未然に防止する重要

性が増大している中で、重要経済基盤に

関する情報であって我が国の安全保障

（外部からの侵略等の脅威に対して国家

及び国民の安全を保障することをいう。

以下同じ）を確保するために特に秘匿す

ることが必要であるものについて、これ

を的確に保護する体制を確立した上で収

集し、整理し、及び活用することが重要

であることに鑑み、当該情報の保護及び

活用に関し、重要経済安保情報の指定、

我が国の安全保障の確保に資する活動を

行う事業者への重要経済安保情報の提供、

重要経済安保情報の取扱者の制限その他

の必要な事項を定めることにより、その

漏えいの防止を図り、もって我が国及び

国民の安全の確保に資することを目的と

する。」となっています。 

 
 次は第２条第３項ですが、「この法律

において「重要経済基盤」とは、我が国

の国民生活又は経済活動の基盤となる公

共的な役務であってその安定的な提供に

支障が生じた場合に我が国及び国民の安

全を損なう事態を生ずるおそれがあるも

のの提供体制並びに国民の生存に必要不

可欠な又は広く我が国の国民生活若しく

は経済活動が依拠し、著しく依拠するこ

とが見込まれる重要な物資（プログラム

を含む。）の供給網をいう。」と定義され

ています。 

 そして、この定義を用いて、第４項に

おいて、「重要経済基盤保護情報」が次の

ように定義されています。 

「この法律において「重要経済基盤保護 

情報」とは、重要経済基盤に関する情報 

であって次に掲げる事項に関するものを 

いう。 

一 外部から行われる行為から重要経済 

基盤を保護するための措置又はこれに関 

する計画若しくは研究 

二 重要経済基盤の脆弱性、重要経済基 

盤に関する革新的な技術その他の重要経 

済基盤に関する重要な情報であって安全 

保障に関するもの 

三 第一号の措置に関し収集した外国 

（本邦の城外にある国又は地域をいう。 

以下同じ。）の政府又は国際機関からの情 

報 

四 前二号に掲げる情報の収集整理又は 

その能力」 

この重要経済基盤情報のうち、「我が

国の安全保障（外部からの侵略等の脅威

に対して国家及び国民の安全を保障する

ことをいう。以下同じ。）を確保するため

に特に秘匿することが必要であるもの」

が重要経済安保情報ということになりま

す。運用次第ではいくらでも広げられる

形になっています。 

 

指定の有効期間は６０年も可能 

次は第４条です。次のように規定され

ています。 

「第４条 行政機関の長は、指定をす 

るときは、当該指定の日から起算して 

五年を超えない範囲内においてその有 

効期間を定めるものとする。 

２ 行政機関の長は、指定の有効期間 

（この項の規定により延長した有効期 

間を含む。）が満了する時において、当 

該指定をした情報が前条第一項に規定 

する要件を満たすときは、政令で定め 

るところにより、五年を超えない範囲 
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内においてその有効期間を延長するも 

のとする。 

 ３ 指定の有効期間は、通じて三十年 

 を超えることができない。・ 

 ４ 前項の規定にかかわらず、行政機 

 関の長は、政府の有するその諸活動を 

 国民に説明する責務を全うする観点に 

 立っても、なお指定に係る情報を公に 

 しないことが現に我が国及び国民の安 

 全を確保するためにやむを得ないもの 

 であることについて、その理由を示し

て、内閣の承認を得た場合（行政機関が

会計検査院であるときを除く。）は、当該

指定の有効期間を、通じて三十年を超え

て延長することができる。ただし、次に

掲げる情報を除き、指定の有効期間は、

通じて六十年を超えることができない。

一 現に行われている外国の政府又は国

際機関との交渉に不利益を及ぼすおそれ

のある情報 

二 情報収集活動の手法又は能力に関す

る情報 

三 人的情報源に関する情報 

四 外国の政府又は国際機関から六十年

を超えて指定を行うことを条件に提供さ

れた情報 

五 前各号に掲げる情報に準ずるもので

政令で定める重要な情報 

 ５ 行政機関の長は、前項の内閣の承 

 認を得ようとする場合においては、当 

 該指定に係る重要経済安保情報の保護 

 に関し必要なものとして政令で定める 

 措置を講じた上で、内閣に当該重要経 

 済安保情報を提示することができる。 

６～７ 略」 

 私の話は以上です。拙い内容ですが、

「戦争する国」作りにとってこの法律の

意味はどうかをご検討いただく一助にし

ていただければ幸甚です。 

 

敗戦８０年 あらたな戦前にしないために今こそ行動を 

1300人参加で決意新たに 
                             福智町在住 川原 道男 

集会は主催者を代表して築城基地の米

軍基地化を許さない！京築住民会議の代

表井上高志さんの挨拶に始まり、沖縄の玉

城デニー知事からは「人々の平和への関

心を喚起する非常に意義深いものだ」と

いうメッセージが届きました。九州９条連

は７名参加しました。 

強化される米軍との共同行動 

このところ毎日のように新聞紙面を賑

わしている。自衛隊と米軍との共同行動

や、南西諸島への長射程ミサイル配備、電

子戦部隊の配備が急ピッチで進められて

います。宮古島ではトライアスロン大会に

自衛隊員が迷彩服で支援し、スポーツ大

会を自衛隊の存在に政治利用するような

行動も目立っています。 

さらに九州内に新たな弾薬庫などが建

設され、戦争できる国へ大きく舵を切って

います。これらはすべて米の対中国を睨

んだ戦略に基づいた動きです。 

均等配備から南西シフトへ 

本来「防衛計画の大綱」により自衛隊は

日本列島に均等に配備されていました。と

ころが、２０１３年の防衛大綱では、わが国

の防衛力を南西方面にシフトし、陸・海・空

各自衛隊が共同で任務に当たる「統合機

動防衛力」強化の方針を打ち出し、南西地

域の防衛力を増強しています。また輸送
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や補給に関わる部隊新設や新装備導入を

進めています。 

有事の日常化進む 

さらに日本政府は２０２２年に策定した

「国家安全保障戦略」に基づき、有事の際

に、一般の港湾施設に大型艦艇も接岸で

きる岸壁を設け、一般の空港は輸送機や

戦闘機が利用できる駐機場の整備や滑走

路の延長などの計画を進めています。 

現に築城基地では滑走路の延長工事が

進められ、完成するとあらゆる米軍機が

使用出来るようになります。 

激増する駐屯地（軍事基地） 

２０１６年から２０２４年までに与那国島、宮

古島、奄美大島、石垣島、沖縄本島の勝連

分屯地で地対艦ミサイル部隊を新編した

ほか、今後も、沖縄県の第15旅団の師団へ

の改編などを計画しており、矢継ぎ早に防

衛体制を強化していす。 

その他にも全国に約１３０棟の大型ミサ

イルの弾薬庫を設置する計画もあります。 

このように、ざっと見ただけでも防衛力

の強化に名を借りたいつでも戦争できる

体制は確実にしかも驚くべきスピードで進

んでいます。 

 

手を繋ぎ広めよう連帯の輪 

 この集会では沖縄や西日本各地の小さ

な民主団体や平和団体が参加し「新たな

戦前にしないために」認識を新たにし共に

立ち上がることを確認し合いました。 

 

 高校生平和大使は最後に「私たちは微

力ではあるが無力ではない」と決意を述

べました。私たちはこの言葉を噛みしめな

がら、築城基地の近くの松原公園までデ

モ行進し近隣住民に訴えていきました。 

 

福岡朝鮮歌舞団ファンクラブ(福カム)第８回総会 (4/１９) 

 

(福カム)は、①多文化共生社会の実現を

めざす ②福岡朝鮮歌舞団のすばらしを

伝えることで、日朝友好の促進をはかる 

ことを目的に、２０１８．７.１６に結成された。 

 九州９条連の会員は、２０１９年から会員

登録し、さまざまな活動に参加してきた。

中国・北朝鮮の「脅威」を煽りたて戦争体

制を進める自公政権とそれに同調する野

党、そして扇動される国民世論の同調圧

力・「戦争する国」総動員体制への歩みの

中、戦争=「殺し合い」ではなく、平和外交・

多文化共生社会の実現のための地道な活

動が問われている。 

 

 [編集後記] 

※内田代表の提起と同封の「経済安保版 秘密保護法案に反対」を熟読し、日本を「西太平洋

で最前線に立たせる」ための日米合同演習に反対し、「戦争を止める」活動を展開しよう(お) 


